
申請者（児童を養育

する方のうち、年間

収入見込額の高い

方）について、収入

の減少が食費等の物

価高騰の影響である

場合✔を記入してく

ださい。

収入の減少が食費等

の物価高騰の影響で

はない場合、本給付

金の対象とはなりま

せん。

なお、２番目の※は、

例えば、③-１と③-

２の収入比較の結果、

令和４年度分の市町

村民税均等割が課税

のため給付金の支給

対象とならなかった

児童手当の受給者の

方が収入が低く、そ

の配偶者等の方が収

入が高いため「申請

者」となる場合は、

児童手当の受給者

（この申立書では申

請者ではなく配偶者

等となる）のみが食

費等の物価高騰の影

響により収入が減少

していても「要件

１」に該当すること

となります。

申請者は②－１に、

配偶者等は②－２に、

令和５年１月以降の

任意の１月の収入を

記入してください。

また、金額が確認で

きる書類（給与明細

書、事業収入の帳簿

など）を提出してく

ださい。

収入は、給与収入、

事業収入、不動産収

入、年金収入のみを

記入することとし、

それ以外の収入は記

入する必要ありませ

ん。

また、非課税のもの、

臨時的なもの（賞与

等）は各収入には含

めません。

申請者は③－１に、

配偶者等は③－２に、

任意の１月の収入合

計額（A＋B＋C）

を１２倍した年間収

入見込額を記入して

ください。

③－１（申請者）と③－２（配偶者等）を比べ、③－１（申請

者）の方が高いことを確認してください。（今回の給付金は収入

金額が高い方を申請者としております。）

申請者について、早見表を使って、申請時点の世帯の状況から限

度額を確認して、金額を記入してください。

最後に、③－１（申請者の年間

収入見込額）と④（申請者の限

度額）を比べ、③－１の方が低

い（＝非課税相当である）こと

を確認してください。

記入要領 （参考資料２）



確認事項を全てご

確認の上、全ての

項目に✔を記入し

てください。

また、申請者およ

び配偶者等の氏名

を記入（署名）し

てください。


